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ディーゼル排気微粒子
（DEP)

0.1 µm

黄砂

10 µm

硫酸ミスト

1 µm

PM2.5

定義 粒径2.5μm 以下の微小粒子状物質

影響 健康影響、気候影響、視程の低下など

成分 炭素、無機イオン（硫酸、硝酸、アンモニウム等）、有機成分、金属、
鉱物など

生成過程 工場・自動車などから一次排出される一次排出粒子と、大気中で
気体成分から二次生成される二次生成粒子に分けられる

消失過程 乾性・湿性沈着や粒子の揮発
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東京都微小粒子状物質検討会、2011 4

PM2.5の生成経路



東アジアの急速な経済成長

化石燃料消費の増大

深刻な大気汚染が発生

産業構造の変化
（農業 → 工業）

自然・社会環境への影響

（健康・食糧・気候・生態系）

東アジアにおける大気環境の変化

社会構造の変化
（都市化、自動車の普及）

大気汚染物質の排出量増加

広域汚染と都市汚染（NO2濃度）
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アジアのNOx排出量の経年変化
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Donkelaar et al., 2011
averaged over 2001–2006 

衛星観測から推計されたPM2.5の全球分布
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年平均値 ⽇平均値 備 考

⽶国 12μg/m3 35μg/m3

ＥＵ 25μg/m3 －

中国 35μg/m3 75μg/m3
2016年1⽉1⽇から適⽤
（⼀部地域で先⾏実施）

韓国 25μg/m3 50μg/m3 2015年1⽉1⽇から適⽤

ＷＨＯ 10μg/m3 25μg/m3 指針値

⽇本 15μg/m3 35μg/m3

PM2.5の環境基準
日本では2009年にPM2.5の環境基準を制定
(年平均値:15 µg/m3; 日平均値: 35 µg/m3)
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環境基準達成率

一般局：27.6%（29/105局）
自排局: 29.4%（15/ 51局）

【2010年度】
一般局：32.4%（11/34 局）
自排局: 8.3% （1/12局）

2011年度のPM2.5環境基準の達成状況
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資料：環境省 (2013)

西日本では非達成の
測定局が多い

達成地域

一般局
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全国のPM2.5年平均濃度の経年変化

環境省 (2013) 

TEOM法にて測定

環境基準値
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東京でのPM2.5年平均濃度の経年変化
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東京都におけるPM2.5成分濃度の経年変化

東京都 (2011) 2000          2008

PM2.5
(μg/m3)

 EC、OC は急減（← 自動車排ガス規制効果）
Cl- も急減 (← 廃棄物焼却施設のダイオキシン対策効果）

 反対に、SO4
2-やNO3

-のような二次粒子は横ばいか増加
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東京都内におけるPM2.5の発生源別寄与率

東京都 (2011) 
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Yang et al., 2011東京都微小粒子状物質検討会、2011

東京と北京のPM2.5成分の比較（年平均）
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北京と東京のPM2.5汚染に関する共同研究

地点 中国科学院地理科学・資源研
究所

期間 2010年6月20-27日

サンプリング ６時間間隔

化学分析 無機ｲｵﾝ、EC/OC、14C of TC 

北京での野外観測 都市大気シミュレーション
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排出インベントリ
－ 東アジア
－ 野焼き

REAS v2.1
Yamaji et al. (2010)

－ 北京周辺 Wang et al. (2011)

・清華大学（郝吉明教授グﾙ－プ）と国立環境研究所との共同研究

・NSFCとJSTの共同研究プログラムとして2005-2007、2009-2011年に実施
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20

微⼩粒⼦状物質捕集法
イオン成分測定⽅法
無機元素測定法
炭素成分分析法

PM2.5対策の現状
（モニタリング関係）

環境基準の設定（H21.9.9）

事務処理基準の改正
（H22.3.31）

常時監視マニュアル改訂
（H22.3.31）

⾃動測定機等価性評価
（第1回：H22.10）
（第2回：H23.7）

成分分析ガイドライン策定
（H23.7.29）

成分測定マニュアル策定
（H24.4.19）

（第3回：H24.11）

PM2.5の常時監視
を追記
・質量濃度測定
・成分分析

PM2.5測定機及び
関連事項の追記

調査項⽬、地点、時期
測定⽅法、結果報告

20環境省資料（2013)より



常時監視（質量濃度）の状況

現在の整備状況は不十分であると認識しており、今後も全国的
な濃度状況を把握するため、測定体制の整備を引き続き推進

21環境省資料（2013)より



※国は、PM2.5の発⽣源寄与割合の把握やシミュレーションモデルの構築等、削減対策の検討に資するため、
質量濃度の測定及び成分分析を実施する。

⼀⽅、地⽅⾃治体は、環境基準の達成状況を把握するために質量濃度の測定を⾏うとともに、特定の発
⽣源への対策等、地域独⾃の対策の検討を⾏うために成分分析を実施する。
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PM2.5対策の進め⽅

測定データ

シミュレーション
モデルの構築等

【国・（自）】

発生源寄与割合
の把握 【国・（自）】

精度管理体制の構築 【国】

自動測定機の等価性評価
に係る並行試験 【国】

常時監視※

質量濃度 【自・（国）】

成分分析 【自・（国）】

排出インベントリ
の整備 【国・（自）】

対策の検討 【国・自】

対策の実施 【国・自】

・寄与割合
・シミュレーショ
ンの実施結果

発生源プロファイル
の整備 【国・（自）】

その他の科学的知見
の集積 【国・（自）】

健康影響に関する
知見の集積 【国・（自）】

環境省資料（2013)より
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東京周辺地域におけるPM2.5原因物質排出量の経年変化
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1974 (SO2)
1981 (NOx)

2004 (VOC)

自動車
NOx‐PM 規制

2009 
（ポスト新長期規制）

2005 
（新長期規制）
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1993 
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1998‐1999
（長期規制）2000

2010

1990

大気汚染防止法 (1968)
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日本における大気汚染物質排出規制の推移

日本、米国、EUにおけるディーゼル
重量車に対する排出規制の推移

http://www.jama.or.jp
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日本におけるPMに対する自動車排出規制の推移

ディーゼル重量車に対する
PM規制値の経年変化

（1990-2015年）

自動車からのPM平均排出係数の経年変化

2003       2004        2005        2006        2007       2008

http://www.jama.or.jp
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Kondo et al. (2012)
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VOC対策（固定蒸発発生源対策）

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

調査年度

O
x
濃

度
（
昼

間
の

日
最

高
1
時

間
値

の
年

平
均

),

N
O

,N
O

2
,N

O
x
濃

度
年

平
均

(p
pm

)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

N
M

H
C

濃
度

（
6
～

9
時

に
お

け
る

年
平

均
 p

pm
C

)

Ox NO NO2 NOx NMHC

全国の一般局で測定された
NMHC濃度

環境省 （2012）

固定蒸発発生源
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【概要】 法による排出規制と事業者の自主的取組みのベストミックス
【期間】 2006～2010年度
【目標】 2010年度末までに2000年度と比較して３割程度削減

2010年度のVOC排出量は2000年度の約56％

固定蒸発発生源からの
VOC排出量
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PM2.5汚染を解決するために

包括的・広域的な規制戦略を構築する
・多様な発生源、多様な原因物質、多様な生成プロセス

→ 科学的知見に伴う包括的対策
・寿命が長い → 広域対策

経験、技術、政策等の国際共有を進める
・環境技術・環境管理システム（技術、政策、制度のパッケージ）

低炭素・循環型・自然共生型都市を目指す
・多様な環境問題を総合的に解決する視点・シナリオ

共便益（コベネフィット）アプローチも重要
・温暖化にも大気汚染にも効果的な対策
・省エネ、短寿命気候汚染物質（オゾン、黒色炭素）の削減

29



コベネフィットの考え方（１）

1. 汚染物質（大気汚染、土壌汚染、水汚染など）とCO2の同時削減

例えば、エネルギー効率を改善すると、

CO2だけでなく、SO2やNOxなどの大気汚染物質も削減

2.  短寿命の気候変動原因物質（Short lived climate pollutants)の

削減効果

例えば、 黒色炭素やオゾン原因物質（NOx, VOC)の削減は、

大気汚染対策にとっても温暖化対策にとっても効果的

30



コベネフィットの考え方（２）

1. 汚染物質（大気汚染、土壌汚染、水汚染など）とCO2の同時削減

例えば、エネルギー効率を改善すると、

CO2だけでなく、SO2やNOxなどの大気汚染物質も削減

2.  短寿命の気候変動原因物質（Short lived climate pollutants)      

の削減効果

例えば、 黒色炭素やオゾン原因物質（NOx, VOC)の削減は、

大気汚染対策にとっても温暖化対策にとっても効果的

31



CO2 戦略と組み合わせることによって, 2℃目標を達成できる可能性

32
CCAC (Climate and Clean Air Coalition)が始動
２６か国参加（2013/2/10時点）、http://www.unep.org/ccac/
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